
厚生労働省老健局介護保険課  

平成20年7月2日   



これまでの取組及び今後の予定  

・国保連合会の介護給付適正化システムの運用開始  

■国、都道府県、保険者が連携して介護給付の適正化に取り組む「介護給付適正化  

推進運動」の実施  

・介護給付適正化担当者会議の開催  

1「介護給付適正化計画に関する指針について」の発出  

・「適正化事業による効果分析」等の情報提供  

・都道府県が策定した「介護給付適正化計画」のとりまとめ  

■「介護給付適正化計画」に基づき、一層の適正化事業の推進を図る   

平成16年2月  

平成16年10月～  

平成19年6月  

平成19年10月  

平成20年4月  

平成20年4月～  



○認定調査状況チェック  

・指定居宅介護支援事業者、施設又は介護支援専門員が実施した変更認定又は更新認定に係る認定調査の内容を   
市町村職員等が訪問又は書面等の審査により点検する。   
（なお、新規、変更及び更新の認定調査の全てを市町村職員が行っている場合は、当該事業は不要である）  

○ケアプランの点検  

・介護支援専門員が作成した居宅介護サービス計画、介護予防サービス計画の記載内容を、事業者からの提出又   
は事業所への訪問調査等により、市町村職員等の第三者がその内容等の点検及び指導を行う。  

○住宅改修等の点検  
・居宅介護住宅改修費の申請時に請求者宅の実態確認、利用者の状態確認又は工事見積書の点検を行ったり、竣  
工後に訪問調査等により施工状況の点検を行う。  
・福祉用具利用者に対する訪問調査等により、福祉用具の必要性や利用状況等を点検する。  
○医療情報との突合・縦覧点検   

一老人保健（長寿（後期高齢者）医療制度及び国民健康保険）の入院情報等と介護保険の給付情幸艮を突合し、給  
付日数や提供されたサービスの整合性の点検を行う。  
・受給者ごとに複数月にまたがる支払状況（請求明細書の内容）を確認し、提供されたサービスの整合性の点検  
を行う。  

○介護給付費通知   

一利用者本人（又は家族）に対して、サービスの請求状況及び費用等について通知する。  2   



各都道府県の介護給付適正化計画における実施巨引票の策定方法と芋回の集計方法  

実施率（目標・予定）から逆算し∴  

平成20年度、21年度、22年度  
の実施保険者数を把握  

各保険者の実施予定に基づき、平成  
20年度、21年度、22年度の実  
施保険者数を把握  

各保険者の実施予定に基づき、平成  
20年度、21年度、22年度の実  
施保険者数を把握  

実施目標又は実施予定保険者数が示  
されていない県の保険者数は、全体  
の保険者数（分母）から除外し、全  
体の実施予定率を算出している   



介護給付適正化計画の集計結果について（（暫定版）  

国の期待する目標【「介護給付適正化計画に関する指針」で各都道府県に提示】  

18年度実績   19年度目標   20年度目標   21年度目標   22年度目標   

介護給付適正化事業   99％   100％   100％   100％   100％   

認定調査状況チェック   64％   70％   85％   95％   100％   

ケアプランの点検   32％   60％   85％   95％   100％   

住宅改修等の点検   68％   70％   85％   95％   100％   

医療情報との突合t縦覧点検   45％   60％   85％   95％   100％   

介護給付費通知   49％   60％   85％   95％   100％   

適正化計画集計結果【45都道府県】  

96．3％  

90．0％  

96．8％  

97．3％  

88．0％  

93．7％  64．0％   
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1．20余りの都道府県において、平成20年度からの強化期間の最終年度と位置付けた平成22年度   
の主要な5事業の実施目標が国の期待する実施目標【100％】となっていないが、保険者と協   
議を行うなど地域の実情に応じた保険者の介護給付適正化事業の実施計画に基づき都道府県の適   

正化計画を策定している都府県もあり、必ずしも国の示した指針に沿っていないものではない。   

2．また、そのような都府県においては、「今後、実施率が100％となるよう都府県において必   
要な支援を行う」旨が付記されている場合がほとんどであり、引き続き、介護給付適正化事業の   
推進のための検討が必要である。   

3．今後、国においては実施予定率が低い適正化事業における課題を重点的に検証し、都道府県・   
保険者と連携を図りながら、可能な限りの支援を行い、一層の介護給付適正化事業の推進を図る   
必要がある。   



97．3％  4．医療情報との突合・縦覧点検   
【今後の方針】  

予定保険者の割合は97％を超えている  
完全実施に向けて、保険者の理角牢を求める。  
国保連合会による適正化システムの操作活用研修  

【課題】  

医療保険との連携を因り、相互に適正化  
を実施する  

など一層の支援事業の推進を図る   
5．介護給付費通知   88．0％  

【問題点】  
【解決案】  

・介護給付費通知の作成及び送付に要する  ・介護給付費通知作成のためのデータ提供における  
費用負担  国保連合会の支援  
・事業の効果が分かりづらいため、費用対  ・送付方法の検討（インターネットを活用した送付  
効果の理由から財政当局等の理解が得ら  は慎重な意見が多いため、代替案の検言寸が必要）  
れない  
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○ このため、介護給付等費用適正化事業が介護給付の適正化に資することに   

鑑み、当該事業のうち厚生労働大臣が定めるもの（主要介護給付等費用適正   

化事業）を平成20年度に拡充する保険者については、同年度に限り、地域   
支援事業の上限額の特例を設ける。   



①市町村介護保険事業計画を変更し、  

②平成20年度に主要介護給付等責用  

③地域支援事業に要する費用の増額分を主要介  
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※ 現行の上限を超える部分については、主要な   
適正化事業の実施に要する費用にのみに充てる   

ことができる。  
なお、この措置は平成20年度限りであるこ   
と。また、適正化事業の増加分に対してのみ、   
上限を超えることができる。  

平成20年度  
l   ■  

（変更後） 
】   

地域支援事業  3．15％以内  
・介護予防事業  2．00％以内   

・包括的支援事業  2． 15％以内  

＋任意事業  




